
   令　和　７　年　度　　

 竹 田 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書

  竹　　　田　　　市



（総則）

第１条　令和７年度竹田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給水戸数 3,106 戸

（２）年間総配水量 1,159,420 ㎥

（３）一日平均配水量 3,176 ㎥

（４）主要な建設改良事業の概要

１．配水管改良工事 28,650 千円

２．機器更新・施設整備工事 6,600 千円

３．鉛給水管更新工事 5,000 千円

４．施設耐震工事 27,000 千円

５．テレメータ更新工事 46,750 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　水道事業収益 157,822 千円

第１項　営業収益 151,728 千円

第２項　営業外収益 6,092 千円

第３項　特別利益 2 千円

第１款　水道事業費用 153,565 千円

第１項　営業費用 140,871 千円

第２項　営業外費用 10,244 千円

第３項　特別損失 1,850 千円

第４項　予備費 600 千円

令和７年度　　竹田市水道事業会計予算

収　　　　　　入

支　　　　　　出

議 案 第 1 8 号　
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し、不足する額51,246千円は、消費税資本的収支

調整額等3,000千円、当年度損益勘定留保資金8,246千円、過年度損益勘定留保資金40,000千円で補填するものとする。）

第１款　資本的収入 86,885 千円

第１項　企業債 84,900 千円

第２項　他会計負担金 500 千円

第５項　工事負担金 1,485 千円

第１款　資本的支出 138,131 千円

第１項　建設改良費 115,854 千円

第２項　企業債償還金 20,277 千円

第３項　予備費 2,000 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額 起債の方法

千円

84,900

支　　　　　　出

収　　　　　　入

事　　　項 期　　　間 限度額　　　　　（千円）

上下水道料金システム更改構築業務（上水道） 令和８年度～令和１２年度 10,780

起債の目的 利率 償還の方法
 政府資金については、その融資条件によって、銀
行その他の場合には、その債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合により据置期間及び
償還期間を短縮し、又は繰上償還もしくは低利に
借換えすることができる。

水道事業

 年6.0%以内（ただし、利
率見直し方式で借り入
れる政府資金及び地方
公共団体金融機構資金
について、利率の見直し
を行った後においては、
当該見直し後の利率）

証書借入
又は

証券発行
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（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用及び営業外費用の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第9条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

　　　 場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 23,386 千円

（２）交際費 5 千円

（たな卸資産の購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は、３，０００千円と定める。

令和７年２月２６日 提出

竹田市長　　土　居　昌　弘
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竹田市水道事業会計予算に関する説明書

令和７年度



収益的収入及び支出

収　　　入 (単位：千円)

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　考

１．水 道 事 業 収 益 157,822

１．営 業 収 益 151,728

１．給 水 収 益 151,200 水道使用料及び量水器使用料

２．受 託 工 事 収 益 0

３．そ の 他 営 業 収 益 528 消火栓維持管理負担金、開閉栓、給水工事設計等手数料

２．営 業 外 収 益 6,092

１．受 取 利 息 及 び 配 当 金 45 預金利息

２．他 会 計 補 助 金 0 一般会計繰入　企業債利子償還金交付税分(災害)　等

４．雑 収 益 1

５．長 期 前 受 金 戻 入 6,046

３．特 別 利 益 2

１．固 定 資 産 売 却 益 0

２．過 年 度 損 益 修 正 益 1

３．そ の 他 特 別 利 益 1

款 項 目

令和７年度　竹田市水道事業会計予算実施計画
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支　　　出 (単位：千円)

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　考

１．水 道 事 業 費 用 153,565

１．営 業 費 用 140,871

１．原 水 及 び 浄 水 費 15,117 原水及び浄水設備の維持管理に要する費用

２．配 水 及 び 給 水 費 30,087 配水及び給水設備の維持管理に要する費用

３．受 託 工 事 費 0 給水に係る受託修繕工事費用

４．総 係 費 44,425 業務活動の全般に関する費用

５．減 価 償 却 費 48,692 償却資産に係る減価償却費

６．資 産 減 耗 費 2,550 固定資産の除却及びたな卸資産の減耗損失

２．営 業 外 費 用 10,244
１．支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 1,880 企業債(政府、公庫)利息

２．繰 延 勘 定 償 却 1,864 開発費償却費

３．消 費 税 6,500

４．雑 支 出 0 不用品の売却原価等

３．特 別 損 失 1,850

１．固 定 資 産 売 却 損 0

２．臨 時 損 失 0

３．過 年 度 損 益 修 正 損 250

４．そ の 他 特 別 損 失 100

８．減 損 損 失 1,500

４．予 備 費 600

１．予 備 費 600

款 項 目
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資本的収入及び支出

収　　　入 (単位：千円)

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　考

１．資 本 的 収 入 86,885

１．企 業 債 84,900

１．企 業 債 84,900 水道事業債

２．他 会 計 負 担 金 500

１．他 会 計 負 担 金 500 消火栓設置工事負担金

５．工 事 負 担 金 1,485

１．工 事 負 担 金 1,485 新規加入工事負担金等

支　　　出 (単位：千円)

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　考

１．資 本 的 支 出 138,131

１．建 設 改 良 費 115,854

１．配 水 設 備 工 事 費 114,000 配水設備改良に要する費用

２．固 定 資 産 購 入 費 1,854 量水器等固定資産購入費

２．企 業 債 償 還 金 20,277

１．企 業 債 償 還 金 20,277 企業債（政府、公庫）元金の償還金

３．予 備 費 2,000

１．予 備 費 2,000

款 項 目

款 項 目
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　　竹田市水道事業会計　間接法 （単位：千円)
Ⅰ．

3,009

48,692

1,864

2,550

0

0

△ 456

△ 39

0

0

50

△ 6,046

△ 45

1,880

4,363

△ 4,003

1,594

0

0

0

0

53,413

45

△ 1,880

51,578

Ⅱ．

△ 119,776

455

0

1,350

0

100

2,775

△ 115,096

Ⅲ．

84,900

△ 20,277

0

0

0

△ 1,818

62,805

Ⅳ． △ 713

Ⅴ． 353,565

Ⅵ． 352,852
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現金預金の期末残高

その他収入

その他支出

財務活動によるキャッシュフロー ③

現金預金の増加額④＝①+②+③

現金預金の期首残高

借入金返済による支出

他会計負担金による収入

国庫補助金による収入

工事負担金による収入

固定資産売却による収入

投資活動に伴う未収金等の債権の減少額

投資活動に伴う未払金等の債務の増加額

投資活動によるキャッシュフロー ②

財務活動によるキャッシュフロー

企業債による収入

その他の企業債の償還による支出

借入れによる収入

固定資産取得・建設改良事業等実施額

たな卸資産の増加額

営業及び営業外未払金・未払費用の減少額

前払金・前払費用減少額

前受金増加額

小計

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

業務活動によるキャッシュフロー ①

投資活動によるキャッシュフロー

その他流動負債の増加

その他流動資産の減少

特別修繕引当金の増加額

貸倒引当金の増加額

長期前受金の戻入額

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱費

営業及び営業外未収金減少額

修繕引当金の増加額

令和７年度　竹田市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュフロー

当年度純利益

減価償却費

繰延勘定償却

固定資産除却費

固定資産売却損

退職給付引当金の増加額

賞与引当金の減少額

法定福利費引当金の減少額



（単位：千円）

１． 固定資産

（１）有形固定資産

イ 土地 7,898

ロ 建物 14,094

同減価償却累計額 8,723 5,371

ハ 構築物 2,610,574

同減価償却累計額 1,144,549 1,466,025

ニ 機械及び装置 345,673

同減価償却累計額 332,543 13,130

ホ 車輌運搬具 1,817

同減価償却累計額 1,726 91

ヘ 工具器具及び備品 6,369

同減価償却累計額 6,334 35

ト リース資産 0

同減価償却累計額 0 0

チ 建設仮勘定 23,326

有形固定資産合計 1,515,876

（２）無形固定資産

イ 電話加入権 80

ロ 借地権 0

ハ リース資産 0

無形固定資産合計 80

固定資産合計 1,515,956

２． 流動資産

（１）現金預金 352,852

（２）未収金 11,923

（３）貯蔵品 8,068

（４）前払金 0

（５）貸倒引当金 △ 250

（６）その他流動資産 400

流動資産合計 372,993

３． 繰延勘定
（１）開発費 3,067

繰延勘定合計 3,067

資産合計 1,892,016

令和７年度　竹田市水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

【資　    産    　の    　部】
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（単位：千円）

４． 固定負債
（１）

イ 建設改良企業債 138,255
ロ その他企業債 0 138,255

(２)
イ 退職給付引当金 0
ロ 修繕引当金 0 0

（３） リース債務 0
（４） その他固定負債 0

138,255

５． 流動負債
（１）

イ 建設改良企業債 27,485
ロ その他企業債 0 27,485

（２）リース債務 0
（３）引当金

イ 退職給付引当金 0
ロ 賞与引当金 5,307
ハ 法定福利費引当金 779
ニ 修繕引当金 0 6,086

（４） 8,166
（５）前受金 0
（６） 500

流動負債合計 42,237

６． 繰延収益
（１） 181,139
（２）長期前受金収益化累計額 △ 71,683

繰延収益合計 109,456
負債合計 289,948

７． 資本金
（１）自己資本金

イ 固有資本金 23,911
ロ 繰入資本金 15,498
ハ 組入資本金 835,681
自己資本金合計 875,090
資本金合計 875,090

８． 剰余金
（１）資本剰余金

イ 工事負担金 469,794
ロ 国庫補助金 62,906
ハ 受贈財産評価額 56,216
ニ 再評価積立金 0
ホ 県補助金 0
ヘ 他会計補助金 0
ト  他会計負担金 0
チ 出資金 0
資本剰余金合計 588,916

（２）利益剰余金
イ 減債積立金 10,000
ロ 建設改良積立金 21,676
ハ 繰越利益剰余金

１ 繰越利益剰余金年度末残高 103,377
2 当年度純利益 3,009 106,386

ニ その他未処分利益
　 剰余金変動額 0
利益剰余金合計 138,062
剰余金合計 726,978
資本合計 1,602,068
負債資本合計 1,892,016

その他流動負債

長期前受金

【資　　　本    　の    　部】
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未　払　金

【負　　　債    　の    　部】

企　業　債

引当金

　　　固定負債合計

企　業　債



（単位：千円）

１． 固定資産

（１）有形固定資産

イ 土地 7,898

ロ 建物 14,094

同減価償却累計額 8,723 5,371

ハ 構築物 2,502,007

同減価償却累計額 1,110,464 1,391,543

ニ 機械及び装置 338,205

同減価償却累計額 318,423 19,782

ホ 車輌運搬具 1,817

同減価償却累計額 1,726 91

ヘ 工具器具及び備品 6,134

同減価償却累計額 5,847 287

ト リース資産 0

同減価償却累計額 0 0

チ 建設仮勘定 23,326

有形固定資産合計 1,448,298

（２）無形固定資産

イ 電話加入権 80

ロ 借地権 0

ハ リース資産 0

無形固定資産合計 80

固定資産合計 1,448,378

２． 流動資産

（１）現金預金 353,566

（２）未収金 16,386

（３）貯蔵品 4,065

（４）前払金 0

（５）貸倒引当金 △ 200

（６）その他流動資産 400

流動資産合計 374,217

３． 繰延勘定
（１）開発費 4,931

繰延勘定合計 4,931
資産合計 1,827,526

令和６年度　竹田市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和７年３月３１日）

【資　    産    　の    　部】
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（単位：千円）

４． 固定負債
（１）

イ 建設改良企業債 80,842
ロ その他企業債 0 80,842

(２)
イ 退職給付引当金 0
ロ 修繕引当金 0 0

（３） リース債務 0
（４） その他固定負債 0

80,842

５． 流動負債
（１）

イ 建設改良企業債 20,276
ロ その他企業債 0 20,276

（２）リース債務 0
（３）引当金

イ 退職給付引当金 0
ロ 賞与引当金 5,763
ハ 法定福利費引当金 818
ニ 修繕引当金 0 6,581

（４） 6,571
（５）前受金 0
（６） 500

流動負債合計 33,928
６． 繰延収益

（１） 179,789
（２）長期前受金収益化累計額 △ 65,637 114,152

負債合計 228,922

７． 資本金
（１）自己資本金

イ 固有資本金 23,911
ロ 繰入資本金 15,498
ハ 組入資本金 835,681
自己資本金合計 875,090
資本金合計 875,090

８． 剰余金
（１）資本剰余金

イ 工事負担金 469,340
ロ 国庫補助金 62,906
ハ 受贈財産評価額 56,215
ニ 再評価積立金 0
ホ 県補助金 0
ヘ 他会計補助金 0
ト  他会計負担金 0
チ 出資金 0
資本剰余金合計 588,461

（２）利益剰余金
イ 減債積立金 10,000
ロ 建設改良積立金 21,676
ハ 繰越利益剰余金 99,563

１ 繰越利益剰余金年度末残高 3,814 103,377
2 当年度純利益

ニ その他未処分利益 0
　 剰余金変動額 135,053
利益剰余金合計 723,514
剰余金合計 1,598,604
資本合計 1,827,526
負債資本合計

その他流動負債

長期前受金

【資　　　本    　の    　部】
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未　払　金

【負　　　債    　の    　部】

企　業　債

引当金

　　　固定負債合計

企　業　債



（単位：千円)
１． 営業収益

（１） 給水収益 137,454
（２） 受託工事収益 0
（３） その他営業収益 623 138,077

２． 営業費用
（１） 原水及び浄水費 13,683
（２） 配水及び給水費 28,983
（３） 受託工事費 0
（４） 総係費 38,748
（５） 減価償却費 50,919
（６） 資産減耗費 3,550
（７） その他営業費用 0 135,883

営業利益 2,194

３． 営業外収益
（１） 受取利息及び配当金 40
（２） 他会計補助金 0
（３） 消費税還付金 0
（４） 雑収益 200
（５） 長期前受金戻入 6,050 6,290

４． 営業外費用
（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 1,797
（２） 繰延勘定償却 2,546
（４） 雑支出 0 4,343 1,947

経常利益 4,141

５． 特別利益
（１） 固定資産売却利益 0
（２） 過年度損益修正益 0
（３） その他の特別利益 0 0

６． 特別損失
（１） 固定資産売却損 0
（２） 臨時損失 0
（３） 過年度損益修正損 227
（４） その他特別損失 100
（８） 減損損失 1 328 △ 328

当年度純利益 3,813
前年度繰越利益剰余金 99,564
当年度未処分利益剰余金 103,377

令和６年度　竹田市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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注記
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　　平成26年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　

　１．棚卸し資産の評価基準及び評価方法
　　　材料及び量水器　　　　先入先出法による原価法
　２．有形固定資産の減価償却方法
　　(1) 減価償却の方法　　　定額法による。
　　(2) 主な耐用年数
　　　・建物　　　　　　　　　  　１３～３８年
　　　・構築物　　　　　　　　   ３０～６０年　　　　　　
　　　・機械及び装置　　　  　　８～２０年
　　　・車両運搬具　　　　　　          ５年
　　　・工具器具及び備品 　 　２～１５年
　　(３)重要なリース取引の処理方法
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引の係る方法に準じた
　　会計処理による。
　３．引当金の計上方法
　　(1) 退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は一般会計が負担することとなっているため、計上しない。
　　(2) 賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、
　　　当年度の負担に属する額を計上している。
　　(3) 法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基
　　　づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　　(3) 貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
　　　する。
　４．消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記
　　重要な非資金取引　　　　該当事項なし

Ⅲ．予定貸借対照表に関する注記
　　みなし償却制度廃止に伴う経過措置
　　平成26年3月31日において、償却資産の取得等に充てるための補助金等で資本剰余金として
　整理している額については、現存する資産を対象とし按分等の方法により合理的に整理した。

Ⅳ．セグメント情報に関する注記
　　単一事業運営のため記載を省略する。
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収益的収入及び支出
(単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

1. 157,822 160,605 △ 2,783

1. 営 業 収 益 151,728 154,571 △ 2,843
１． 給 水 収 益 151,200 154,000 △ 2,800

１． 水 道 料 金 143,000 ・水道使用料
　給水戸数　　3,106戸
　給水人口　　6,120人

２． 量 水 器 使 用 料 8,200 ・量水器使用料
２． 受 託 工 事 収 益 0 0 0

１． 給 水 工 事 収 益 0
２． 修 繕 工 事 収 益 0
３． 手 数 料 0

３． そ の 他 営 業 収 益 528 571 △ 43
１． 材 料 売 却 収 益 0
２． 他 会 計 負 担 金 300 ・消火栓維持管理負担金
３． 手 数 料 188 ・開閉栓、督促手数料等
４． 雑 収 益 40 ・指定給水装置工事事業者申請手数料

2. 営 業 外 収 益 6,092 6,032 60
１． 受 取 利 息 及 び 配 当 金 45 5 40

１． 預 金 利 息 45
２． 有 価 証 券 利 息 0

２． 他 会 計 補 助 金 0 0 0
１． 他 会 計 補 助 金 0

４． 雑 収 益 1 1 0
１． 不 用 品 売 却 収 益 0
２． そ の 他 雑 収 益 1

５． 長 期 前 受 金 戻 入 6,046 6,026 20
１． 再 評 価 積 立 金 長 期 前 受 金 戻 入 0
２． 受 贈 財 産 評 価 額 長 期 前 受 金 戻 入 161
３． 工 事 負 担 金 長 期 前 受 金 戻 入 0
４． 国 庫 補 助 金 長 期 前 受 金 戻 入 1,960
５． 他 会 計 負 担 金 長 期 前 受 金 戻 入 528
６． 他 会 計 補 助 金 長 期 前 受 金 戻 入 1,672
７． 出 資 金 戻 入 66
８． そ の 他 資 本 剰 余 金 長 期 前 受 金 戻 入 1,659

水 道 事 業 収 益
区　　　　　　　分

説　　　　　　　明款　　　　　　項 目 比　　較 節

令和7年度　竹田市水道事業会計予算事項別明細書

収   入
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(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

3. 特 別 利 益 2 2 0
１． 固 定 資 産 売 却 益 0 0 0

１． 固 定 資 産 売 却 益 0
２． 過 年 度 損 益 修 正 益 1 1 0

１． 過 年 度 損 益 修 正 益 1
３． そ の 他 特 別 利 益 1 1 0

１． そ の 他 特 別 利 益 1

(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

① 153,565 153,804 △ 239

（１） 営 業 費 用 140,871 142,010 △ 1,139
１． 原 水 及 び 浄 水 費 15,117 15,075 42

１０． 備 消 耗 品 費 20 ・機械オイル消耗品等
１１． 燃 料 費 48 ・公用車燃料費等
１４． 通 信 運 搬 費 546 ・専用回線使用料
１６． 委 託 料 284 ・水源地電気保安管理委託料等

１８． 賃 借 料 5 ・用地借地料
１９． 修 繕 費 150 ・ポンプ等修繕費
２１． 動 力 費 13,464 ・水源地電気料
２２． 薬 品 費 570 ・次亜塩素等購入費
２４． 材 料 費 10 ・修繕用材料費
２５． 補 償 金 20 ・送水管埋設部補償金

２． 配 水 及 び 給 水 費 30,087 30,766 △ 679
１． 給 料 6,970 ・工務係２名分
２． 手 当 3,550 ・扶養120、通勤164

  住居 234、時間外 800
　期末勤勉 1992、児童手当 240

５． 法 定 福 利 費 1,857 ・市町村職員共済組合費等
９． 被 服 費 0

１０． 備 消 耗 品 費 80 ・工具、図面用消耗品等
１１． 燃 料 費 192 ・公用車燃料費等
１２． 光 熱 費 240 ・配水池電気料
１４． 通 信 運 搬 費 62 ・配水池通信料等
１６． 委 託 料 4,529 ・配水池草刈、量水器取替

  漏水調査、業者待機
  水道管理システム保守
  水道週間漏水調査、配水池清掃

１７． 手 数 料 27
１８． 賃 借 料 274 ・水道台帳管理ｼｽﾃﾑ使用料、用地借地料

款　　　　　　項 目 比　　較 節 説　　　　　　　明
区　　　　　　　分

水 道 事 業 費 用

支   出

款　　　　　　項 目 比　　較 節 説　　　　　　　明
区　　　　　　　分
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(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

１９． 修 繕 費 8,000 ・配水管等修繕費
２０． 路 面 復 旧 費 1 ・舗装修繕
２１． 動 力 費 732 ・配水池加圧ﾎﾟﾝﾌﾟ電気料等
２４． 材 料 費 2,500 ・修繕等材料費
２５． 補 償 金 18 ・補償金
２６． 研 修 費 0
３０． 負 担 金 5 ・日水協九州支部技術研究会負担金等
201． 賞 与 引 当 金 繰 入 額 900 ・翌年度６月分賞与引当額
202． 法定福利費引当金繰入額 150 ・翌年度６月賞与法定福利費引当額

３． 受 託 工 事 費 0 0 0
１０． 備 消 耗 品 費 0
２３． 工 事 請 負 費 0
２４． 材 料 費 0
７０． 雑 費 0

４． 総 係 費 44,425 41,699 2,726
１． 給 料 8,461 ・課長及び庶務係１名分
２． 手 当 4,405 ・扶養 120、通勤 147

　住居 615、管理職373
　時間外 400、期末勤勉 2480
　児童手当 240、特殊勤務手当 30

５． 法 定 福 利 費 2,393 ・市町村職員共済組合費等
６． 旅 費 0 ・日水協総会等旅費
８． 報 償 費 1 ・報償費

１０． 備 消 耗 品 費 115 ・事務用備品、消耗品等
１１． 燃 料 費 48 ・公用車燃料費等
１２． 光 熱 費 60 ・テレメーター室電気料
１３． 印 刷 製 本 費 627 ・納付書、予算書、決算書等印刷費
１４． 通 信 運 搬 費 851 ・後納郵便料等
１６． 委 託 料 18,610 ・料金徴収、施設保守点検業務委託料等
１７． 手 数 料 5,706 ・水質検査、口座振替等手数料
１８． 賃 借 料 1,196 ・料金、会計電算機器システムリース料
１９． 修 繕 費 190 ・公用車修繕費
２５． 補 償 金 1
２６． 研 修 費 0 ・日水協九州支部事務研究会等
２７． 交 際 費 5 ・管理者交際費
３０． 会 費 負 担 金 111 ・日水協、九州支部、県支部会費等
３１． 保 険 料 461 ・水道賠償責任保険等
３２． 公 課 費 14 ・自動車重量税
７０． 雑 費 0 ・水道週間用配布物等
201． 賞 与 引 当 金 繰 入 額 900 ・翌年度６月分賞与引当額
202． 法定福利費引当金繰入額 220 ・翌年度６月賞与法定福利費引当額
206． 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 50

５． 減 価 償 却 費 48,692 50,920 △ 2,228
３３． 有形固定資産減価償却費 48,692 ・配水管等減価償却費
３４． 無形固定資産減価償却費 0
207． ﾘ ｰ ｽ 資 産 減 価 償 却 費 0

款　　　　　　項 目 比　　較
節

説　　　　　　　明
区　　　　　　　分
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(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

６． 資 産 減 耗 費 2,550 3,550 △ 1000
３５． 固 定 資 産 除 却 費 2,500 ・配水管、量水器等除却費
３６． た な 卸 資 産 減 耗 費 50 ・貯蔵材料不良品処分等

（２） 営 業 外 費 用 10,244 10,843 △ 599
１． 支 払 利 息 及 び 1,880 1,797 83

企 業 債 取 扱 諸 費 ３９． 企 業 債 利 息 1,880 ・政府及び公庫企業債利息
４０． 借 入 金 利 息 0

２１１． ﾘ ｰ ｽ 利 息 0
２． 繰 延 勘 定 償 却 1,864 2,546 △ 682

４２． 開 発 費 償 却 1,864
３． 消 費 税 6,500 6,500 0

３２． 公 課 費 6,500
４． 雑 支 出 0 0 0

４５． 不 用 品 売 却 原 価 0
そ の 他 雑 支 出

（３） 特 別 損 失 1,850 351 1499
１． 固 定 資 産 売 却 損 0 0 0

5１． 固 定 資 産 売 却 損 0
２． 臨 時 損 失 0 0 0

52． 臨 時 損 失 0
３． 過 年 度 損 益 修 正 損 250 250 0

53． 過 年 度 損 益 修 正 損 250 ・過年度水道料金減免等
・確定消費税差額

４． そ の 他 特 別 損 失 100 100 0
54． そ の 他 特 別 損 失 100

８． 減 損 損 失 1,500 1 1499
209． 減 損 損 失 1,500

（４） 予 備 費 600 600 0
１． 予 備 費 600 600 0

90． 予 備 費 600

款　　　　　　項 目 比　　較
節

説　　　　　　　明
区　　　　　　　分
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資本的収入及び支出
(単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

① 86,885 44,834 42,051

（１） 企 業 債 84,900 40,000 44,900
１． 企 業 債 84,900 40,000 44,900

１． 企 業 債 84,900 ・水道事業債

（２） 他 会 計 負 担 金 500 500 0
１． 他 会 計 負 担 金 500 500 0

１． 他 会 計 負 担 金 500 ・消火栓設置負担金

（５） 工 事 負 担 金 1,485 1,386 99
１． 工 事 負 担 金 1,485 1,386 99

１． 工 事 負 担 金 1,485 ・新規加入金等

（６） そ の 他 0 2,948 △ 2,948
資 本 的 収 入 １． そ の 他 資 本 的 収 入 0 2,948 △ 2,948

１． そ の 他 資 本 的 収 入 0 ・一般会計繰入　企業債元金償還金交付税分(災害)

(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

① 138,131 108,918 29,213

（１） 建 設 改 良 費 115,854 86,842 29,012
１． 配 水 設 備 工 事 費 114,000 85,200 28,800

１６． 委 託 料 0
２３． 工 事 請 負 費 114,000 ・配水管新設改良等
２４． 材 料 費 0 ・配水管材料等

２． 固 定 資 産 購 入 費 1,854 1,642 212
１． 機 械 及 び 装 置 購 入 費 1,458 ・量水器購入
２． 工具器具及び備品購入費 396 ・工具、器具購入

（２） 企 業 債 償 還 金 20,277 19,076 1,201
１． 企 業 債 償 還 金 20,277 19,076 1,201

１． 企 業 債 償 還 金 20,277 ・政府及び公庫企業債元金
（３） 予 備 費 2,000 3,000 △ 1,000

１． 予 備 費 2,000 3,000 △ 1,000

１． 予 備 費 2,000

説　　　　　　　明
節

区　　　　　　　分

節

資 本 的 支 出

説　　　　　　　明
区　　　　　　　分

収   入

支   出

款　　　　　　項 目 比　　較

資 本 的 収 入

款　　　　　　項 目 比　　較
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(単位：千円)

本年度 前年度

予定額 予定額 金　　　額

51

3,000 3,000 0

3,000 3,000 0

3,000 3,000 0 100. たな卸資産購入限度額 3,000 ・貯蔵品購入

節 説　　　　　　　明

たな卸資産購入限度額
　支　　出

款　　　　　　項 目 比　　較
区　　　　　　　分

た　な　卸　資　産
購 入　 限　度　額

1.  た　な　卸　資　産
    購　入　限　度　額

1.  た　な　卸　資　産
    購　入　限　度　額
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１．総　括

職員数 報  酬 給  料 職員手当等 計 共 済 費 合  計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

4 15,431 10,181 25,612 4,659 30,271

4 15,976 10,584 26,560 4,887 31,447

△ 545 △ 403 △ 948 △ 228 △ 1,176

区  分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管 理 職 時 間 外 休日勤務 期末勤勉 特殊勤務 児童手当 退職手当
手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 240 311 849 373 1,200 6,698 30 480

前年度 396 373 705 368 1,200 6,972 30 540

比　較 △ 156 △ 62 144 △ 274 0 △ 60

給   与   費   明   細   書

の　内　訳

前 年 度

比 　 較

職員手当等

給     与     費

本 年 度

区    分     備      考
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２．給料及び職員手当等の増減額の明細

区　分 増減額（千円）　　 増減事由別内訳(千円) 　　　　　　　説　　　　　　　明 　　　 備　　　考

給与改定に伴う増減分 29

普通昇給に伴う増加分 78

その他増減分 △ 652

制度改正に伴う増減分 134

その他増減分 △ 537

３．給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当り給与

平均年齢 40.5

平均給料月額 309,025
令和6年1月1日 平均給与月額 359,328

令和7年1月1日 平均給与月額 335,578
平均年齢 39.5

給  料 △ 545

令和６年人事院勧告等による給料表の増
額改定

職員手当等 △ 403

昇給・昇格等に伴う増

職員の異動に伴う増減等

令和６年人事院勧告等に伴う期末勤勉手
当月数の増（+0.1）、扶養手当及び児童
手当の制度見直しに係る増減等

区  分 企業職

平均給料月額 323,470

職員の異動に伴う各種手当の増減等
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（２）   初　任　給（初級試験）

高　校　卒

（３）   級別職員数 昇給

区　　        分 合     計
職　員　数（人) 構　成　比（％) 令和 4

0 0.0 7 3
1 25.0 年 2号給（人）

0 0.0 1 号給数別内訳 4号給（人） 3
0 0.0 月 6号給（人）

0 0.0 1 8号給（人）

2 50.0 日 比率 (B)/(A)　　　　　　　％ 75.0% 
0 0.0 令和 4
1 25.0 6 3
4 100.0 年 2号給（人）

0 0.0 1 4号給（人） 3
1 25.0 月 6号給（人）

0 0.0 1 8号給（人）

0 0.0 日 75.0% 
1 25.0

0 0.0

1 25.0

1 25.0

4 100.0

企　業　職(円)

　計

企　　　　　　　業　　　　　　　職

令和7年１月１日現在

7　級

6　級

5　級

行政職（円)

4　級

3　級

2　級

1　級

3　級

2　級

　計

1　級

令和6年１月１日現在 4　級

8　級

級

195,200 195,200

区分

8　級

7　級

6　級

5　級

一般会計の制度
区　　分

比率 (B)/(A)　　　　　　　％

職      員      数       (A)
昇給に係る職員数 (B)

職      員      数       (A)
昇給に係る職員数 (B)

号給数別内訳
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（級別の標準的な職務内容）
区　　　　分 ４級

  係長及び副主幹の
企　　　業　　　職 　職務 　する課長の職務

（４）期末・勤勉手当

（５）その他の手当

　務困難な業務を処
　理する課長補佐の

  課長及び参事の職
６級

  課長補佐及び主幹
７級

　職務

　困難な業務を処理
５級

　の職務
  主査の職務　主任の職務

１級 ２級 ３級
　主事の職務

区　　　　　分
６月（月分）

備　　　考支給率計（月分）
１２月（月分）

支　　給　　期　　間　　別　　支　　給　　率

差　　　異　　　の　　　内　　　容

4.600

扶　　　養　　　手　　　当

2.3002.300本　　　年　　　度

一般会計の制度
4.500
4.600

国と同じ

国と同じ
国と同じ

同　　　　　　　　　　じ
同　　　　　　　　　　じ

同　　　　　　　　　　じ

2.250 2.250
2.300

区　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

2.300
前　　　年　　　度

住　　　居　　　手　　　当
通　　　勤　　　手　　　当
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(単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　額 期　　間 金　額 営業収益

令和7年度

37,587 - ～ 37,587 37,587

令和9年度

令和8年度

10,780 - ～ 10,780 10,780

令和12年度

上下水道料金システム更改構築業務 (上水道
分）

（令和7年度/上下水道課）

上下水道料金等収納関連業務(上水道分）
（令和6年度/上下水道課）

債務負担行為に関する調書

事　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生 （ 見込 ）額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額
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